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成年後見制度と高齢者取引の考察
松 井 美知子
高齢社会の 今日 ､ 高齢者夫婦世帯や
一 人暮ら しの 高齢者の 増加 に伴い ､ 高齢者自身が 取引 に 係わ
る機会も増大して い る｡ 高齢者の取引機会の 増加は種々 の高齢消費者被害 (契約被害) を生み 出し､
その こと ば高齢社会に おける諸問題群(
･ l )の 中の 一 つ であるo 高齢肖費者被害未然防止及 び被害救
済の た めに は､ 多様な高齢者が安心 して 消費者取引に関われ る 制度的 工夫と環境整備が 不可欠で あ
る｡
制度的工夫として は､ ｢成年後見制度+ を検討する こ と で高齢肖費者取引の考察に 有益 な示唆を得
られる こ と と思う｡ 成年後見制度は ｢本人保護+ と ｢自己決定権の尊重+ と の 調和に理念
`* 2) をお
き､ 多様な判断能力及び保護の必要性の 程度に応 じて柔軟で 弾力的な制度化を図る こ とを目的
と し
て掲 げて い る. 民法の主要な改正点の 一 つ は､ 判断能力の 程度に 応 じて 禁治産と準禁治産と に 分類
して い た従来の 2類型を改め､ ｢補助類型+ を新設 し ｢保佐壊型+｢後見輯型+ の 3種殊に した こ と で
ある ｡
高齢者取引の 考察にお い て は､ 取引に 係わる高齢者を判断能力の 面か ら どの ように 切り分け
るか
が重要 とな る｡ 実際の取引に は､ 成年後見対象前に お ける通常の判断力を有し て い る高齢消費者群
と成年後見対象者となる軽度の 痴呆状態 に あ っ て補助輯型 に該当す る高齢消費者群の 関与が大部分
とな ろう｡ 以下､ 高齢消費者を ｢成年後見対象前の高齢消費者+｢任意後見契約の 高齢消費者+｢補助
規型対象の 高齢消費者+ に 3叛型化し､ 取引に お ける ｢本人保護+ ｢自己決定権の 尊重+
の 理念が 実
現されう るかを考察する｡ ･
I . 成年後見対象前 (判断能力に つ き問題 の ない) の高齢消貴著の 問題
急速な高齢社会に 入 っ た今 日､ 成年後見対象前の 高齢消費者はか な りの 数存在する も
の と思 われ
る｡ また ､ 今後の増加が懸念されるo 成年後見制度の対象者に は至 らな い高齢消費者が様
々 な取引
被害者 (特に S F商法や霊感商法等 の悪徳商法の被害者) とな らな
い ための 防止策及び被害者とな っ
た場合の 救済策と しでの 機能を成年後見制度は有して い る の だ ろうか o 又､ 高齢消費者取引 にお
い
て 成年後見制度の ｢本人保護+ 及 び ｢自己決定権の尊重+ の 理念が十分な実効性を確保で き
る の だ
ろうか . 一 方の理念を貫く こ とに より他方の理念が侵害され る こと は生じ な い の だ ろうか o 両者
の
理念の効果と調和の 問題を検討する｡
一 考泰対象 -
(1)高齢者本人が過去の 耶 慨験に対して消費者被害意識を有 し､ か つ ､ 今級
- の 未然防止策を請
じた い場合｡
ぇ
. 法定後部.こよる補助開始決定の申立て を高齢者自身が自発的
に決断するケ ∵ ス
【効果】 取消権行使発生に より本人保護とな る o
b. 法定後見に よる補助開始決定の 申立て を家族や周囲か ら勧められ同意オるケ
ー ス
き
【効果】 積極的な
･･自己決定をした こ と に なり取消権行使発生と なり本人保護が実現す るo
-
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c
, 法定後見 に よ る楠助開始決定 の申立 て を家族や 周囲か ら勧め られ同意 しない ケ ー ス
【効果】 自己決定権を行使す るが被害は救済され な い (本人保護 は遂行され ない)0
【残され た課題及 び検討事項3 成年後見制度的手法の 限界性が生 じ て しま う ｡ 現行民法の 信義誠
実の 原則､ 錯誤､ 公序良俗違反等の 一 般条項も要件が密直的で あり､ 使い 勝手の よ い 制度と はい
い が た い ｡ 成年後見制度を繍完 する もの と して ､ 環境整備を検討中の ｢消費者契約法+ の 実現 を
期待した い ｡ 但 し､ 消費者契約法の 最終報告書は高齢消費者を保護す る た め の 特別措置 の 予定は
設 けて い ない ｡
(2) 高齢者本人の 意思 で はなく家族や周囲が高齢消費者被害防止策と して活用 した い場合
a
. 法定後見 に よる補助開始決定の 申立 て を家族や周囲か ら勧め られ同意す るケ ー ス
【効果】 消極的な自己決定を した こ と に より取消権行使と なり､ 間接的な本人保護とな る｡
b. 法定後見 に よ る廟助開始決定の申立 て を家族や 周囲か ら勧め られ 同意しな い ケ ー ス
【効果】 自己決定に よ り間接的 な本人保護 にす らな らず､ 家族や周囲の 不安も解消され ない ｡
(3) 高齢者本人 は消費者被害に遭 っ て も被害者意識を持たな い場合
a
. 家族や周囲か ら補助開始決定 の申立 て を勧め られ同意す るケ ー ス
【効果】 取消権行使発生とな り無自覚の本人保護が 図られ る｡
b
. 家族や周 囲か ら補助開始決定の申立て を勧め られ同意 しな い ケ ー ス
【効果】 自己決定権行使に はな る が､ 家族等の 不満は解消されな い ｡
【残され た課老及 び検討事項】 高齢消費者教育を対象 と した消費者教育 ･ 啓 発 の 重要性が あ げら
れる ｡ しか し､ 高齢消費者 へ の 消費者教育 ･ 啓発の 効果 - の 期待 は多く は望 め な い ｡ しか る に ､
取引内容及び軽微な被害の場合は高齢者本人の 自己決定権を尊重 し現状維持 もありう る ｡ 深刻 な
被害の場合は補助人 に取消権を付与する こ とが必要となり､ 本人保護が実現 され る ｡
2
. 任意後見契約の 高齢消費者の 問題
(1) 任意後見契約の定義
任意後見契約と は ｢法定後見 の 開始決定を受けて い な い 者が ､ 自己に 関す る法律行為の 全部耳は
一 部に つ い て ､ ∴家庭裁判所に よ る任意後見監督人の 選任を停止条件と し て代理 権を付与す る委任契
約 (特殊な委任契約類型)+で ある ｡ つ まり､ 判断能力低下後に備えて 任意 に選 択した後見人に 対し
本人自身に よる本人保護の た め の事前的措置を与え る契約をあ らか じ め締結 し て おく こ と を意味す
る ｡ 形式的に は公正証書の 作成を要する要式行為と されて い る ｡ 制度上 は ､ 自己決定権の 尊重の 観
点か ら任意後見制度を法定後見制度に 優先させ て い る ｡
(2)一任意後見契約に おける考察対象
乱 取引前の 場合
任意後見契約洛の 資産家め 一 人暮らしの未亡人が本人に は騒さ れ て い る と の 認識が な い まま悪徳
業者と不必要な契約を結ぶ可能性が高い とき､ 任意後見人の 為 しうる役割 は何で あ ろうか ｡ 又 ､ 業
者の 出方は どう で あろうか ｡
【効果】 代理権を.付与さ れ た任意後見人 は契約を拒む こ とに より､ 無自覚な本人保護が図 られ る ｡
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他方の 業者 は､ 証明書 (公正証書) の提示 に より退散し ､ 同様に無自覚な本人保護が図られ るo
b. 取引後の 場合
任意後見契約後で も高齢消費者及び任意後見人が その こと を業者に 開示せず に 訪問販売業者等と
不必要な 契約を締結し､ 本人 は契約 の解除を希望 して い るが ク
ー リ ン グオ フ期間が過 ぎた場合o
【効果】 任意後見人に は同意権や取消権の 付与がな い た め､ 本人保護は図 られ な い ｡ 本人保護実
効性確保の ため に は法定後見 - の 移行が必要とな る｡
c
. 不当拒絶の 場合
本人 は取引 (例えば､ 快適な 日常生活 を送 るため の家屋の リ フ ォ
ー ム 工事等) を希望 して い る の
に ､ 事業者が取引リ ス ク を回避 した い の で 高齢消費者との取引を不当拒絶した場合｡
【効果】 任意後見人が本人を代理し て取引する際に 代理権限を証 明する手段と し て登録セ ン タ
ー
発行の証 明書 (公正証書 に よる ことが要件) を事業者に提示す る こ と で ､ 事業者も安心 し て契約締
結に 臨める ｡ 本人保護が実現する｡ 自己決定も達成され る ｡
(3) 任意後見契約の 課題及び問題意識
a
. 任意後見の 法的効果 ･ 効力は?
任意後見人 に は代理権の 付与 はあるが ､ 本人が任意後見人 の 代理 を得ず し て 取引 した が ､ 事後的
に 解約を望ん だ場合､ 任意後見人 に は取消権 ･ 同意見 の付与 は予定さ れ て い な い ため ､ 本人 の 保護
は図られな い ｡
本人保護 を優先 ･ 実現させ る に は法定後見に よる補助開始決定が必要となる の で はなか ろうか o
b. 任意後見契約を法定後見制度に 優先させ るメ リ ッ トは?
自己決定権の 尊重度が高くか つ 弾力的 で ある (
* 3 )
0
c
. 判断力 の減退時に 備える場合の選択方法の適正な開示｡
家族や周囲は本人に任意後見契約と法定後見制度の両者を十分 に説明 した上 で ､ 本人 に選択させ
る こ とが重要と思 われる ｡
任意後見契約か ら法定後見制度 へ 移行す るケ ー ス は2 つ の 場合が ある o 1 つ は法定後見 に よる保
護 の必要性が生じた場合､ もう1 つ は任意後見人 (に 不正 な行為 ･ 著 し い不行跡そ の 他そ の 任務 に
適しな い事由があるとき は家庭裁判所は任意後見監督人､ 本人 ､ 配偶者 ､ 四親等内の親族ま た は検
察官の 請求に より､ 任意後見人を解任する事が で きるもの とする｡) の 解任の 場合である o
d . ニ ー ズ の面 で はい か が なの だろうか｡
単発的な取引 はど事業者は契約後の ト ラ ブ ル 回避の ため ､ 法定後見制度を重視す る の で は な か ろ
うか ｡ 反対に ､ 預貯金の預入れ ､ 払戻し､ 解約､ 預貯金通帳等の保管､ 建物の 修理
･ 修繕等に お ける
保守行為等の財産管理や身上監護に係わる継続的取引関係の分野で は､ 任意後見制度は有用 で あ るo
3. 補助類型対象の高齢消費者の 問題
法定後見制度の補助類型 は､ 軽度の痴呆 ･ 知的障害 ･ 精神障害等に より保護を必要とす る人に対
し､ 家庭裁判所が本人の同意又は申立て を要件と して請求権者 (本人 ･ 配偶者
･ 四親車内の 親族 ･
検察官 ･ 任意後見人 ･ 任意後見監督人等)Lの請求に より補助開始の 決定をす る こ と が で き､ 特定の
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法律行為に つ い て祷助人 に代理権又は同意権 書 取消権を付与 しようとする もの である o
本稿 テ ー マ ｢高齢者取引の考察+ の 視点か ら､ 補助類型 の対象者を ｢軽度の 痴呆状態 にある者 (餐
度の 痴呆者)+ に 限定する ｡
(1) 補助類型対象者の 範囲の 確定の 問題
a
. 判断能力 が不十分な者の行為と は? 大別する と2 つ に 類型化が で きる ｡
①自ら不利益な行為 (浪費的行為等) をする危険性が ある者｡
②必要な法律行為を自ら適切に行うこ とが で きな い 者｡
b . 自己決定を尊重する趣旨か ら､ 請求 ･ 同意をす るだ けの 判断能力 を持ち あわせ て い る者を規
律対象と して い る ｡ 請求 ･ 同意 をする だけの 判断力と は どの よ うな判断力 を意 図し て い る の か は不
明で ある｡
c
. 保佐類型 ､ 後見横型問の 比較 で ､ 補助類型対象者は決ま るの か 否か ｡
d. 医師の 診断書の み に 依拠し て よい の か どうか ｡ 本人 の 自覚や家族や周囲の 判断 ･ 認識の 裁量
の 余地 はな い の か どうか ｡
e
. ｢判断能力低下+ を申立 て る側 の判断 ｡ 認識だ けで よい の か否か ｡ ｢よい+ と した場合､ 申立 て
の 混用 の おそ れを否定で きない ｡
f
. 事業者側の 判断 ･ 認識の 裁量の 余地 の適否 ｡
仮に事業者側に も判断 ･ 認識の 余地 がある場合､ 高齢者の 取引機会の 喪失と な り自 己決定権 の 侵
害と なりうる ｡
(2) 取引行為 (形態) の 内容 ･ 範囲の 確定の 問題
法律行為の取引形態 と し て は､ 民法12条1項規定 が参考に な る と思 われ る ｡ 同規定 は重要な財産
上 の 法律行為を例示 しキもの で あり､ 列挙の 文言 に厳格に は該当 しな く て も､ 解釈上 そ れ にふ くま
しめなtナればな らな い とさ れ て い る . 高齢消費者取引の 観点か ら は特 に ｢元本を領収 し又 は利用 す
る こ と､ 借財又 は保証 を為す こ と ､ 不動産又 は重要な る動産 に 関す る権利の 得喪を目的とす る行 為
を為す こ と､ 新築 ･ 改築 ･ 増築又 は大修繕を為す こ と ､ 602条の 定め る期間を超 え る長期の 賃貸ま た
は賃借をする こ と+ 等の取引項目を対象に 考え て よい と思う｡
取引項目ごと に大きく分類する と､ a . 消費賃貸による金銭 の 借入 れ及 び保証 に 関し て の 保証契
約､ b. 不動産に 関して は ､ 不動産の売買契約 (有料老人ホ ー ム 契約､ 原野商法等)､ 不動産を担保
に入れて の 金銭消費貸借契約 (変額保険､ 一 括払い個人年金契約等)､ c. 動産に 関 して は､ 購入契約
(霊感商法に よる高額な壷等､ S F商法による磁気セ ッ ト レ ス 等､ 訪問販売によ る多機能付電話機 ･
外壁工事等)､ d. 動産で はな い が 株や ワ ラ ン ト取引が ある ｡
な お､ 介護サ - ビ ス や財産管理 ､ 602条所定の期間内で の賃貸借契約 ･ 旅行契約等 の サ ー ビ ス契約
も含む方向で の検討が不可欠で ある ｡
(3) 代理権､ 同意権､ 取消権付与と ｢本人保護+｢自己決定の 尊重+ の 関係
-被補助人の特定 の法律行為に つ い て ､ 各人の必要性に 応 じた保護措置の 弾力的な調節を図る ね ら
い か ら補助人 へ の権利付与と して ､ a . 代理権の み の付与､ b. 同意権 ▲ 取消権の み の付与､ c . 代
理権及 び同意見 ･ 取消権の 付与､ の 3方法の い ずれを採用す る か は自由と し て い る ｡ a の 場合 は能
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動的な保護 を意味し､ b は受動的な保護 を意味する とい え るo 本人保護 の 厚さ の 度合 い は ､ C >b
> a で あり､ 判断力の 程度は a>b> c と い える であろうo
法定後見制度の 理念の 一 つ ｢本人保護+ の実効性の観点か ら は補助人 に取消権や 代理権を付与す
る事で制度の 理念 ｡ 目的が貫徹されう るo しか し､ もう
一 つ の ｢自己決定の 尊重+ の 理念 は生か さ
れ るの だ ろうか｡ ま た､ 取引の 安全性の問題 とも関連するo
(4) ｢本人保護+ と ｢自己決定権の尊重+ の 関係
取引主体者である高齢消費者が自己決定権の 侵害にであうケ
ー ス は2 つ 考え られ るo 1 つ は取引を
望ん で い ない の に事業者か ら強引に 勧誘され断りきれず に不本意 な契約締結をして しま っ た場合
(* 4'
､
もう1 つ は契約締結後に補助人等か ら解約を勧め られる場合で ある o い ず れ も高齢者の 自由な意思
は踏み に じられて い る (自己決定権の直接的侵害)o こ こ で の 自己決定権の問題 は後者を指 し､ 後者
の家族が補助人 とな っ た場合､ ｢ 本人保護+ を隠れ蓑に して家族の 家産維持を重要視する あま り､ 補
助人が取消権を行使する こ と は披補助人 の 人権侵害と同然 と言え る の で はな か ろ うか ｡ しか る に
｢自己決定権の尊重+ の 観点か ら は､ 本人 に対して の み取消権を 付与す べ きで あり ､ ｢本人保護+ と
｢自己決定権の 尊重+ の 理念 は取引の 分野で は必ずしも調和する もの で はなく､ 状況次第で は利益相
反の 関係に立 っ とい え よう｡ かか る問題 は何をも っ て消費者被害とするか で ある o
消費者被害は披補助人個 々 の取引形態の 内容 ･ 種類､ 取引額等に よ っ て決定さ れ るか が 理論上 も
実際上も不確定で ある こ とに起因す る性質の 問題群 であろうと思う ｡ 帰納的 に は原則 と し て 被補助
人自身の 労力に よ っ て築き上げた資産 (ス トッ ク) を自らの 意思 と判断 (補助類型 タイ プ者に は同
意権を付与して い る こ とか らそ の 程度の判断力はあると解せ る) に お い て 消費し ､ 消費に よ る満足
感を本人 レ ベ ル で有する場合は､ 補助人等 は口出しす べ きで は な い と思う o 当然 ､ 真正 の 満足感
で
ぁるか否か を本人が再認識するた め の情報と梯会を本人 レ ベ ル に 併せ て 補助人等 が提供する こ と は
必要で ある｡ その 意味で は ､ 披補助人 - の消費者教育
･ 啓発の 重要性が指摘できるo
重要な こ とは､ 披補助人自身が本人 レ ベ ル の 被害者意識を有しな が ら
,も契約か らの 解放手原が 不
明で 困惑して い る場合に本人保護の 理念が生かされた後見制度の 援用が可能な シ ス テ
ム 作り の 構築
(例え ば､ 一 人暮らしの高齢者を地域や行政で支援する仕組みの 工夫) だと思われ るo シ ス テ ム が作
動する環境整備後こ そ､ 消費者被害か らの 解放を望む披補助人a)｢本人保護+｢ 自己決定権の 尊重+
の 2 つ の 理念が調和し､ 法改正の 実効性が担保され るこ と にな る と思われるo
(5) 本人保護と取引の 安全性と の調和の 問題
現行民法の ｢無能力者制度+ は､ ｢無能力者+ と ｢取引の安全性+ の両者に主眼 をお い て い.る こ と
は周知の 事実である ｡ 成年後見制度に おける両者の 整合性を考察するo
a
.
･補助申立て の混用 (過剰申立て) や不必要
･ 不適切な申立て の ケ ー ス
事業者が取引の 安全性の 阻害を恐れるあ.まり､ 高齢消費者と の 取引に慎重とな る こ と で高齢消費
者の取引の 自由 ･ 機会が縮減され る (不当拒絶の問題)o 高齢肖費者の 人権の 侵害が発生するo
_b. 高齢消費者の 契約トラ ブル の 解決手段は向上する の か ?
･従来の 禁治産 ･ 準禁治産宣告制度は硬直的であり､ 戸籍へ の 記載が必須要件 で あ っ た七 め宣告率
が低か っ た ｡ 事業者側もそ の こ とをある程度承知して い て ､ 裁判外で の 話し合い に よる (少額な)
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契約 ト ラ ブ ル解決策に お い て は宣告の 有無を絶対要件 とせず に (合意) 解約に 応 じる柔軟な態度も
見 られ たと思わ れ る (解決手段の 柔軟性)0
婿助制度導入後は､ 事業者は祷助開始決定の 有無を契約書面 で 確認 で き る よう な方法 を検討す る
で あろうo 確認後は定型 的な処理方法 (取消権行使発生の 有無 の 問題) をと る こ とが 容易に 推測 で
きるo つ まり､ 宣告の 要件の 緩和化 (従来の戸籍 へ の 記載か ら登 録制 へ の 移行及 び医師の 鑑定書か
ら診断書で可能 - 検討中) に伴い ､ 補助開始決定の有無次第 で契約 ト ラ ブ ル 解決方法 に 明暗が出る
と思わ れる (解決手段の 硬直性)｡ か か る見地か ら､ 成年後見制度自体 に高齢消費者の 取引機会の 喪
失防止の ため の手当 (安全 ネ ッ ト) の導入の 検討が望まれる ｡
4
. 課 題
成年後見制度は判断能力の 不十分な成年者を保護 するた めの 制度 と し て の 位置づ け に ある ｡ 個人
差 はあるに せ よ､ 人 は誰 もが加齢減少に伴い 心身機能が低下し ､ 判断能力 も減退 し､ 痴呆 偶 症 あ
る意思表示) の 状態 に 進む可能性を有す るが幸 い な こ と に痴呆症状が 現れ な い 高齢者も多い ｡ そ の
ため ､ ｢高齢者ゆ えの 保護+ との 問題 の捉え方及 び ｢高齢者だ か ら+ とい うだiナで す べ て を取弓=二の
特別 な保護の 対象 とする こと は ､ 高齢者の 人権 (* 5) の 尊重上 ､ 適当と はい い がた い ｡ しか し､ ｢ 要保
護状態+ で はない 高齢消費者が ､ 今日 の取引社会 で消費者被害に遭 っ て い るの も事実で ある｡
成年後見制度は高齢者を規律対象 と した制度で はな い た め高齢消費者問題 を後見制度の 中 で どの
よう に位置づ け､ 高齢消費者をい か な右場合にい かな る手段で 保護 し ､ 場合に よ っ て は契約被害か
ら離脱 させえ るか に う い て の具体的指針は明示 して い な い･｡
事業者対消費者の 関係を規律対象 とする高齢消費者問題 は､ 他の 様々 な高齢者政策と は根本的 に
異質な問題 である ｡ 高齢者自身の プ ライ ドや資産 に十分配慮し た上 で 任意 後見 契約や 補助開始決定
の有無に関係なく契約の取消権を限定的に せ よ付与する制度的工夫や 特別 法に よ るク ー リ ン グオ フ
期間の延長の検討が必要な の で はな か ろうか (半 り ｡
(* 1) 石川実 『現代家族の 社会学』196- 197頁､ 有斐閣 (1997年) で は､ 高齢者問題 と は ｢加齢
に伴 っ て生じる生活をめ ぐる諸問題 が当該社会に共通 して み られ ､ 何 らか の 社会的対応 を必 要と
し て い る諸問題 で あり､ 高齢者 へ の援助の 新たな均衡点が 見っ か らな い と き に 顕在化す る+ と し
て い る｡
(* 2) 伊藤進 ｢成年後見法制の 基本的問題+ 法律時報70巻4号72貢で は ､ ｢民法の 理念と新 しい
理念の位置づ けの取り入れが問題 とな る｡ 高齢者人権に着目す る こ と で ､ 理念 の 導入 の 意義の 明
‾確化と位置づけの解明が可能と な る+ と論じでい る ｡
(* 3) 新井誠 ｢｢任意後見制度+ 導入 に つ い て+ 判例タイ ム ズ972号39貢 (1白98年)0
(* 4) 錦織成史 ｢取引的不法行為に おける自己決定権侵害+ ジ ュ リ ス ト1086号86貢 (1996年) で
も､ ｢自己決定は財産的取引を行うか否か の判断を意味し､ 自己決定 が侵害され た結果生 じた財産
侵害は加害者に請求しうるもの との 発想は可能+ と説い て い る｡
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(* 5) 高齢者の ｢年齢を基準と した区別的取扱い は､ 合憲 か+ と い う問題 に つ い て は ､ 竹中勲
｢年齢に よる区別の 合憲性+ 法学教室180号53頁 (1995年) が あり ､ ｢高齢者保護立法+ に 対す る憲
法的規律の 内容に つ い て検討す る必要性を肯定 で きる と説い て い る｡ な お､ 同教授の ｢成年後見
制度と憲法+ 法学教室192号49頁 (1996年) も参照｡ 高齢者人権に つ い て は他に ､ 清野幾久子 ｢高
齢者法学と高齢者人海+ 法律時報70巻4号58頁 (1998年)0
(* 6) 同様の論者と して ､ 執行秀幸 ｢成年後見法+ 法律時報70巻10号24頁 (1998年)､ 河上正 二
｢成年後見制度と高齢者の 契約+ 国民生活28巻7号14頁 (19 8年)､ 河上正二 ｢サ
ー ビ ス と消費者+
ジ ュ リ ス ト1189号74頁 (1998年)､ 道垣内弘人 ｢成年後見制度と高齢消貴者取引+『高齢者の 消費者
契約』 経済企画庁国民生活局編67頁 (1998年)､ 加藤雅信 ｢成年後見制度と消費者保護+ 法律の 広
場1998年8月号22頁｡
(ま つ い みち こ)
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